
（厚労省の研究会が新ジョブ・カードの案を示
す）簡素な様式で電子化し個人が蓄積・保存
／（25年・技能実習生関係の監督指導）違反
率は前年を0.5ポイント上回る79.6％／（25年
度・雇用均等基本調査結果）ポジティブ・ア
クション取組み企業割合が大幅減／ほか
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＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!
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●トピック／「平成26年版厚生労働白書」
　　　　　　のポイント

（編集部）

およそ７割の人がストレス感じる
現役世代の男性は仕事に悩む割合高い

労務相談室
〔社内のトイレ清掃は女性のみが担当〕セクハラに該当するか ──── 48
〔有期の大学教員が一定期間は高校で授業〕無期転換申込権どうなる ─ 50
〔訴訟で付加金支払命令のおそれ〕提訴前に請求額支払うとどうなる ─ 52
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●労働局ジャーナル〔埼玉労働局〕 ─ 40●連
載　労働スクランブル○193（労働評論家・飯田
康夫） ─ 42●労務資料　ビジネスパーソン
1000人調査（働き方に関する意識）結果 ─ 
44●わたしの監督雑感　岡山・笠岡労働基準
監督署長　岡田康浩 ─ 54●今月の資料室 
─ 56
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トラブル防止の労働法実務─────────── ６連載

自社に労働組合がある場合は、労働協約の締結または現行の労働協約の改訂により、組合員の労働条件を切り下げる方法も
ある。さらに労働協約には、同種の労働者の４分の３以上に適用される場合には、非組合員であっても、他の同種の労働者
にも拡張適用されるという一般的拘束力がある。この一般的拘束力は、労働条件の不利益変更についても、当該協約を特定
の非組合員に適用することが著しく不合理と認められるなど特段の事情がある場合を除き、原則として、認められる。

（労務コンサルタント・布施直春）

第25回・労働条件の適法な引き下げ方法③
～労働協約締結による労働条件引き下げの方法～

労働協約の一般的拘束力は不利益
変更でも原則として認められる

─ 23●転ばぬ先の労働法〈紛争予防の誌上ゼミ〉

具体的な日時、場所、態様の聴取を
日頃からの「人権感覚」の研鑽を

第16講　ハラスメント問題への対応②

（北海学園大学法学部准教授・弁護士　淺野高宏）

─────────── 30●解釈例規物語61
第20条関係

 （中川恒彦）

予告手当の支払なき即時解雇と
賃金保障、予告手当の時効

───── 38
───── 39

●ひと・はなし
岡崎淳一　労働基準局長に聞く
生田正之　職業安定局長に聞く

★お近くの書店、または下記フリーFAX、労働調査会ホームページよりお申し込みください

実務上重要な最新の労働裁判例27例を厳選収録！

企業実務に役立てる！

　平成20年代の最新の労働裁判例のうち厳選した27
件につき、事案ごとに判旨概要を紹介し、本判決の意
義や裁判実務の傾向、実務対応上の留意点などを分
析・解説。収録する裁判例は、採用、労働条件、人
事、解雇・退職、安全配慮義務、派遣、セクハラ、パ
ワハラ──など多岐にわたる。
　企業側のリスク回避・対応策を、最近の労働裁判例
の傾向から読み解いていく。

１　＜採用内々定の取消し＞
　　　コーセーアールイー（第２）事件（福岡高判平23.3.10）
２　＜再雇用＞
　　　津田電気計器事件（最一小判平24.11.29）
３　＜就業規則の不利益変更＞
　　　首都高トールサービス事件（東京地判平23.1.26）
４　＜就業規則の不利益変更＞
　　　協愛事件（大阪高判平22.3.18）
５　＜就業規則の不利益変更＞
　　　フェデラルエクスプレスコーポレーション事件（東

京地判平24.3.21）
６　＜賃　金＞
　　　NEXX事件（東京地判平24.2.27）
７　＜賃　金＞
　　　X運輸事件（大阪高判平22.9.14）
８　＜賃　金＞
　　　テックジャパン事件（最一小判平24.3.8）
９　＜管理監督者＞
　　　ことぶき事件（東京高判平20.11.11）
10　＜労働時間＞
　　　奈良県（医師・割増賃金）事件（大阪高判平22.11.16）
11　＜労働時間＞
　　　ジェイアール総研サービス事件（東京高判平23.8.2）
12　＜事業場外のみなし労働時間制＞
　　　阪急トラベルサポート事件（最二小判平26.1.24）
13　＜配　転＞
　　　オリンパス事件（東京高判23.8.31）
14　＜会社分割に伴う労働契約承継＞
　　　日本アイ・ビー・エム事件（最ニ小判平22.7.12）
15　＜役割グレードの変更に伴う報酬の減額＞
　　　コナミデジタルエンタテインメント事件（東京高判

平23.12.27）

編著：浅井　隆
A5判／264頁（本体2700円＋税）
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